
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　移動端末と、
　前記移動端末が無線回線を介してパケット通信を行う無線基地局と、前記無線基地局を
制御する無線回線制御局とを含む無線アクセス網と、
　移動端末の呼制御を行うコアネットワーク
とを備え、
　前記移動端末と前記無線回線制御局との間のパケット通信は、パケット交換接続による
無線回線制御により制御され、
　前記コアネットワーク及び前記コアネットワークから前記無線回線制御局までのパケッ
ト通信を、前記移動端末が移動に応じて自局の現在位置をホームエージェントに登録し、
前記ホームエージェントは前記移動端末宛のパケットデータを受信した場合には、前記登
録された現在位置へ、前記移動端末宛のパケットデータを転送するモバイルＩＰ  (モバイ
ル・インターネット・プロトコル )により制御する
　移動通信システム。
【請求項２】
　請求項１記載の移動通信システムにおいて、
　前記ホームエージェントは、前記コアネットワークに設けられた
　移動通信システム。
【請求項３】
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　請求項１に記載の移動通信システムにおいて、
　前記ホームエージェントは、前記無線アクセス網どうしを接続するインターネットに設
けられた
　移動通信システム。
【請求項４】
　請求項１に記載の移動通信システムにおいて、
　前記ホームエージェントは、前記無線アクセス網に設けられた
　移動通信システム。
【請求項５】
　請求項２から請求項４のいずれか一に記載の移動通信システムにおいて、
　前記現在位置は、前記移動端末が前記無線基地局のうちのいずれに接続されているかを
示す
　移動通信システム。
【請求項６】
　請求項２～請求項５のいずれか一に記載の移動通信システムにおいて、
　前記ホームエージェントは、
　前記移動端末の現在位置を登録する登録ユニットと、
　通信相手から受信したパケットデータをカプセル化して、前記登録ユニットに登録され
た前記移動端末の現在位置を宛先とするカプセル化パケットデータを生成し、前記カプセ
ル化パケットデータを前記移動端末へ伝送するＩＰモジュールとを備える
　移動通信システム。
【請求項７】
　請求項６に記載の移動通信システムにおいて、
　前記移動端末は、前記カプセル化パケットデータを脱カプセル化し、前記パケットデー
タを抽出するＩＰモジュールを備える
　移動通信システム。
【請求項８】
　請求項６に記載の移動通信システムにおいて、
　前記無線回線制御局は、前記カプセル化パケットデータを脱カプセル化して前記パケッ
トデータを抽出し、前記パケットデータを前記移動端末へ転送するＩＰモジュールを備え
る
　移動通信システム。
【請求項９】
　請求項６～請求項８のいずれか一に記載の移動通信システムにおいて、
　前記移動端末は、前記現在位置を登録するための位置情報を送信する無線回線制御モジ
ュールを含み、
　前記無線回線制御局は、前記位置情報を受信して、前記無線アクセス網に特有なフォー
マットを有する無線回線制御用登録信号をモバイルＩＰ用登録信号に変換して前記ホーム
エージェントに送信し、
　前記ホームエージェントは、前記モバイルＩＰ用登録信号に基づいて前記現在位置を前
記登録ユニットに登録する
　移動通信システム。
【請求項１０】
　請求項２～請求項７又は請求項９のいずれか一に記載の移動通信システムにおいて、
　前記移動端末は、前記現在位置を登録するための位置情報を送信するモバイルＩＰモジ
ュールを含む
　移動通信システム。
【請求項１１】
　請求項１～請求項１０のいずれか一に記載の移動通信システムにおいて、
　前記無線回線制御局は、前記移動端末に、位置制御報知信号を送信し、
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　前記移動端末は、前記位置制御報知信号に応答して、前記位置情報を送信する
　移動通信システム。
【請求項１２】
　

　前記（ａ）ステップは、
　（ｄ）前記位置情報を前記移動端末により、前記移動端末と前記無線回線制御局とを含
む無線アクセス網に特有の制御信号に変換するステップと、
　（ｅ）前記制御信号を前記無線回線制御局に送信するステップと、
　（ｆ）前記制御信号から前記位置情報を再生して再生位置情報を生成することと、
　（ｇ）前記再生位置情報を前記ホームエージェントに送信するステップ
とを含む
　移動通信システムの制御方法。
【請求項１３】
　

　前記（ａ）ステップは、
　（ｈ）前記位置情報を示す制御信号を前記無線回線制御局に送信するステップと、
　（ｉ）前記制御信号を、前記無線回線制御局により前記位置情報に変換するステップと
、
　（ｊ）前記位置情報を前記ホームエージェントに送信するステップ
とを含む
　移動通信システムの制御方法。
【請求項１４】
　

　前記（ａ）ステップは、前記無線回線制御局から送信される位置制御報知信号
に応答して行われる
　移動通信システムの制御方法。
【請求項１５】
　

移動通信システムの制御方法
　前記移動端末と前記無線回線制御局との間のパケット通信は、パケット交換接続による
無線回線制御により制御され、
　

通信は、

モバイルＩＰにより制
御される
　移動通信システムの制御方法。
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（ａ）移動端末の現在位置を登録するための位置情報を、無線回線制御局を介して、ホ
ームエージェントに送信するステップと、
　（ｂ）前記位置情報に基づいて、前記現在位置を前記ホームエージェントに登録するこ
と
とを備え、

（ａ）移動端末の現在位置を登録するための位置情報を、無線回線制御局を介して、ホ
ームエージェントに送信するステップと、
　（ｂ）前記位置情報に基づいて、前記現在位置を前記ホームエージェントに登録するこ
と
とを備え、

（ａ）移動端末の現在位置を登録するための位置情報を、無線回線制御局を介して、ホ
ームエージェントに送信するステップと、
　（ｂ）前記位置情報に基づいて、前記現在位置を前記ホームエージェントに登録するこ
と
とを備え、

移動端末と、前記移動端末が無線回線を介してパケット通信を行う無線基地局と、前記
無線基地局を制御する無線回線制御局と、移動端末の呼制御を行うコアネットワークとを
備えた であって、

前記コアネットワーク及び前記コアネットワークから前記無線回線制御局までのパケッ
ト 前記移動端末が移動に応じて自局の現在位置をホームエージェントに登録し、
前記ホームエージェントは前記移動端末宛のパケットデータを受信した場合には、前記登
録された現在位置へ、前記移動端末宛のパケットデータを転送する



【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、インターネットを介して接続されたパケット通信を行う、移動通信システム及
びその制御方法に関する。
【０００２】
【従来の技術】
近年、インターネットの普及に伴い、移動端末からインターネットにアクセスする移動通
信システムが検討されている。そのような移動通信システムの一例が、文献１：「 3GPP2 
P.S001 version 1.0 Wireless IP Network Standard, Dec. 10, 1999」に開示されている
。ここで、図６の（Ａ）を参照して、文献１開示の技術について簡単に説明する。
【０００３】
図６の（Ａ）に示すように、この文献１開示の移動通信システムは、移動端末１０が無線
回線を介して通信を行う無線基地局（ Node B；ＮＢ）１１、及び、その無線基地局１１を
制御する無線回線制御局（ Radio Network Controller；ＲＮＣ）１２とを含む無線アクセ
ス網（ Radio Access Network；ＲＡＮ）と、コアネットワーク（ Core Network；ＣＮ）１
５ａと、インターネット１６とにより構成されている。このコアネットワーク１５ａは、
ホームエージェント（ Home Agent；ＨＡ）１４ａとフォーリンエージェント（ Foreign Ag
ent；ＦＡ）１４ｂとにより構成されており、移動端末１０の呼制御を行っている。
【０００４】
そして、この移動通信システムにおいては、コアネットワーク１５ａ及びインターネット
１６の通信は、それぞれＩＥＴＦにおいて検討されているモバイルＩＰ（ mobile IP）に
より制御されている。モバイルＩＰは、ＩＥＴＦ（ Internet Engineering Task Force）
において検討されている移動制御方式であり、例えば、文献２：「 IETF RFC 2002, C.E.P
erkins, IPv4 Mobility Support, Oct.1996」に開示されている。
【０００５】
そして、このモバイルＩＰによる制御を実現するため、コアネットワーク１５ａのホーム
エージェント（ＨＡ）１４ａは、移動端末１０の自領域（ home domain）に設置されてい
る。そして、ＨＡ１４ａは、移動端末１０の通信相手がこの移動端末宛てに送信したパケ
ット信号をいったん受信し、フォーリンエージェント（ＦＡ）１４ｂを介して、現在位置
の移動端末１０へパケット信号を転送する。
【０００６】
また、ＦＡ１４ｂは、移動端末１０がそのＦＡ１４ｂが管理する領域 (domain)内に移動し
てきたことを検知し、移動端末１０の自領域に設置されているＨＡ１４ａに対して、その
ＦＡ１４ｂが管理している領域内に移動端末１０が移動してきたことを通知する。
【０００７】
一方、コアネットワーク１５ａのＦＡ１４ｂと移動端末１０との間の通信は、回線交換接
続により制御されている。この回線交換接続においては、予め、各移動端子に固定帯域を
割当てて通信を行っている。
【０００８】
また、移動通信システムの他の一例が、文献３：「 3GPP TR23.923 version 1.0.0 Combin
ed GSM and MobileIP Mobility Handling in UMTS IP CN, Oct. 06, 1999」に開示されて
いる。ここで、図６の（Ｂ）を参照して、文献３開示の技術について簡単に説明する。
【０００９】
図６の（Ｂ）に示すように、この文献３に開示の移動通信システムにおいては、インター
ネット１６の通信はモバイルＩＰにより制御されている。一方、コアネットワーク（ＣＮ
）１５ｂと無線回線制御局１２との間の通信は、移動通信システム特有の移動制御方式で
あるＧＴＰ（ GPRS Tunneling Protocol）により制御されている。
【００１０】
しかしながら、上記の文献１開示の技術においては、回線交換接続を行っている。このた
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め、移動端末がデータの送受信を行っていない場合であっても、通信帯域を占有している
という問題点があった。
【００１１】
また、上記の文献３開示の技術においては、コアネットワークにおいて、移動通信システ
ム特有の制御方式を用いている。このため、通信プロトコルが冗長となり、通信のオーバ
ーヘッドが増加してしまう上、網構成が制約されるという問題点があった。
【００１２】
【発明が解決しようとする課題】
本発明は、上記の問題を解決すべくなされたものであり、コアネットワークにおけるパケ
ットデータの効率的な伝送を実現することができる移動通信システム及びその制御方法の
提供を目的とする。
【００１３】
【課題を解決するための手段】
その課題を解決するための手段は、下記のように表現される。その表現中に現れる技術的
事項には、括弧（）つきで、番号、記号等が添記されている。その番号、記号等は、本発
明の複数の実施の形態のうちの、少なくとも１つの実施の形態を構成する技術的事項、特
に、その実施の形態に対応する図面に表現されている技術的事項に付せられている参照番
号、参照記号等に一致している。このような参照番号、参照記号は、請求項記載の技術的
事項と実施の形態の技術的事項との対応・橋渡しを明確にしている。このような対応・橋
渡しは、請求項記載の技術的事項が実施の形態の技術的事項に限定されて解釈されること
を意味しない。
【００１４】
本発明による移動通信システムは、移動端末（１０）と、無線アクセス網（１３）と、移
動端末（１０）の呼制御を行うコアネットワーク（１５）とを備えている。無線アクセス
網（１３）は、移動端末（１０）が無線回線を介してパケット通信を行う無線基地局（１
１）と、無線基地局（１１）を制御する無線回線制御局（１２）とを含む。このとき、移
動端末（１０）と無線回線制御局との間のパケット通信は、パケット交換接続による無線
回線制御により制御される。更に、コアネットワーク（１５）及びコアネットワーク（１
５）から無線回線制御局（１２）までのパケット通信は、移動端末（１０）が移動に応じ
て自局の現在位置をホームエージェント（１４）に登録し、ホームエージェント（１４）
は移動端末（１０）宛のパケットデータを受信した場合には、登録された現在位置へ、移
動端末（１０）宛のパケットデータを転送するモバイルＩＰ  (モバイル・インターネット
・プロトコル )により制御される。
【００１５】
このような構成とすれば、パケット交換接続による無線回線制御を行うので、複数の移動
端末（１０）が、同一の通信帯域を使用することができる統一多重効果が得られる。この
ため、不要に回線が占有されることを回避することができる。
さらに、インターネットで用いられている制御方式であるモバイルＩＰを、コアネットワ
ーク（１５）だけでなく、無線アクセス網（１３）の無線回線制御局（１２）までの通信
に導入している。これにより、コアネットワーク（１５）におけるパケットデータの効率
的な伝送を実現することができる。
【００１６】
このとき、ホームエージェント（１４）は、コアネットワーク（１５）に設けられている
ことが可能である。
【００１７】
また、ホームエージェント（１４）は、無線アクセス網（１３）どうしを接続するインタ
ーネット（１６）に設けられることがある。
【００１８】
また、ホームエージェント（１４）は、無線アクセス網（１３）に設けられることがある
。
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【００１９】
当該移動通信システムにおいて、移動端末（１０）の現在位置は、移動端末（１０）が無
線基地局（１１）のうちのいずれに接続されているかを示すことが好ましい。
【００２０】
また、上述の移動通信システムにおいて、ホームエージェント（１４）は、移動端末（１
０）の現在位置を登録する登録ユニット（図示されない）と、通信相手から受信したパケ
ットデータ（ＰＤ１０、２０、３０）をカプセル化して、前記登録ユニットに登録された
移動端末（１０）の現在位置を宛先とするカプセル化パケットデータ（ＰＤ１１、２１、
３１）を生成し、カプセル化パケットデータ（ＰＤ１１、２１、３１）を移動端末（１０
）へ伝送するＩＰモジュールとを備えることが好ましい（図１参照）。
【００２１】
このとき、移動端末（１０）は、カプセル化パケットデータ（ＰＤ１１、２１）を脱カプ
セル化し、パケットデータ（ＰＤ１０、２０）を抽出するＩＰモジュール（図示されない
）を備えることが好ましい。
【００２２】
また、無線回線制御局（１２）は、カプセル化パケットデータ（ＰＤ３１）を脱カプセル
化してパケットデータ（ＰＤ３０）を抽出し、パケットデータ（ＰＤ３０）を移動端末（
１０）へ転送するＩＰモジュール（図示されない）を備えることが好ましい。
【００２３】
また、当該移動通信システムにおいて、移動端末（１０）は、現在位置を示す位置情報を
送信する無線回線制御モジュール（図示されない）を含み、無線回線制御局（１２）は、
その位置情報を受信して、無線アクセス網に特有な制御信号としての無線回線制御用登録
信号に変換してホームエージェント（１４）に送信し、ホームエージェント（１４）は、
そのＲＲＣ用登録信号に基づいて移動端末（１０）の現在位置を登録ユニット（図示され
ない）に登録することがある。
【００２４】
また、当該移動通信システムにおいて、移動端末（１０）は、その現在位置を示す位置情
報を送信するモバイルＩＰモジュール（図示されない）を含むことがある。
【００２５】
また、当該移動通信システムにおいて、無線回線制御局（１２）は、移動端末（１０）に
、位置制御報知信号を送信し、移動端末（１０）は、位置制御報知信号に応答して、その
現在位置を示す位置情報を送信することがある。
【００２６】
本発明による移動通信システムの制御方法は、
（ａ）移動端末（１０）の現在位置を登録するための位置情報を、無線回線制御局（１２
）を介して、コアネットワーク（１５）に含まれるホームエージェント（１４）に送信す
るステップと、
（ｂ）その位置情報に基づいて、移動端末（１０）の現在位置をホームエージェント（１
４）に登録すること
とを備えている。
【００２７】
このとき、当該移動通信システムの制御方法は、
更に、
（ｃ）移動端末（１０）と無線回線制御局（１２）との間の回線を確立することを
備えていることがある。このとき、（ａ）ステップは、確立された回線を使用して、移動
端末（１０）の現在位置を示す位置情報を、無線回線制御局（１２）を介して、コアネッ
トワーク（１５）に含まれるホームエージェント（１４）に送信するステップを含むこと
がある。
【００２８】
また、（ａ）ステップは、
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（ｄ）移動端末（１０）の現在位置を示す位置情報を移動端末（１０）により、移動端末
（１０）と無線回線制御局（１２）とを含む無線アクセス網（１３）に特有の制御信号に
変換するステップと、
（ｅ）その制御信号を無線回線制御局（１２）に送信するステップと、
（ｆ）制御信号から位置情報を再生することと、
（ｇ）再生された位置情報をホームエージェント（１４）に送信するステップとを含むこ
とがある。
【００２９】
また、（ａ）ステップは、
（ｈ）移動端末（１０）の現在位置を示す位置情報を示す制御信号を無線回線制御局（１
２）に送信するステップと、
（ｉ）その制御信号を、無線回線制御局（１２）により位置情報に変換するステップと、
（ｊ）変換された位置情報をホームエージェント（１４）に送信するステップとを含むこ
とがある。
【００３０】
また、（ａ）ステップは、無線回線制御局（１２）から送信される位置制御報知信号に応
答して行われることがある。
【００３１】
また、当該移動通信システムの制御方法において，移動端末（１０）と無線回線制御局（
１２）との間の通信は、パケット交換接続による無線回線制御により制御され、ホームエ
ージェント（１４）と無線回線制御局（１２）との間の通信は、モバイルＩＰにより制御
されることが好ましい。
【００３２】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の実施の形態について、図面を参照して説明する。
［第一実施形態］
まず、図１を参照して、第一実施形態では、移動通信システムの基本構成について説明す
る。
図１に示すように、第一実施形態の移動通信システムは、移動端末１０、この移動端末１
０が無線回線を介して通信を行う無線基地局（ＮＢ）１１、及び、その無線基地局１１を
制御する無線回線制御局（ＲＮＣ）１２とを含む無線アクセス網（ＲＡＮ）１３と、コア
ネットワーク（ＣＮ）１５と、インターネット１６とにより構成されている。このコアネ
ットワーク１５は、ホームエージェント（ＨＡ）１４により構成されており、移動端末１
０の呼制御を行っている。
【００３３】
そして、この移動通信システムにおいては、移動端末１０と無線回線制御局１２との間の
無線サクセス網１３におけるパケット通信を、パケット交換接続による無線回線制御によ
り制御している。これにより、複数の移動端末１０が、同一の通信帯域を使用することが
できる統一多重効果が得られる。このため、不要に回線が占有されることを回避すること
ができる。
【００３４】
また、この移動通信システムにおいては、インターネット１６、コアネットワーク１５及
び当該コアネットワーク１５から無線回線制御局１２までのパケット通信を、モバイルＩ
Ｐｖ６により制御している。これにより、コアネットワークにおけるパケットデータの効
率的な伝送を実現することができる。
【００３５】
そして、このモバイルＩＰによる制御を実現するため、コアネットワーク１５ａのホーム
エージェント（ＨＡ）１４ａは、移動端末１０の現在位置を記憶し、当該移動端末１０宛
てのパケットデータをいったん受信し、当該パケットデータを現在位置へ転送する。
【００３６】
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次に、図２を参照して、図１に示した基本構成を含む、より現実に近い移動通信システム
の構成例について説明する。
図２においては、二つの通信事業者「ＯｐｅｒａｔｏｒＡ」及び「ＯｐｅｒａｔｏｒＢ」
がそれぞれ構築している網構成どうしをインターネット１６０を介して接続した移動通信
システムの構成例を示す。
【００３７】
また、図２では、「ＯｐｅｒａｔｏｒＡ」の構築した網構成においては、二つの無線アク
セス網１３０及び１３１を示している。また、「ＯｐｅｒａｔｏｒＢ」の構築した網構成
においても、二つの無線アクセス網１３２及び１３３を示している。そして、無線アクセ
ス網１３２及び１３３は、コアネットワーク１５０を介して、インターネット１６０に接
続されている。
【００３８】
したがって、「ＯｐｅｒａｔｏｒＢ」の構築した網構成は、図１に示した基本構成に対応
している。すなわち、図１の移動端末１０は、図２の移動端末１０２及び１０３に対応し
、図１の無線基地局１１は、図２の無線基地局１１２及び１１３に対応している。また、
図１の無線回線制御局１２は、図２の無線回線制御局１２２及び１２３に対応し、図１の
ＨＡ１４は、図２のＨＡ１４１に対応している。また、図１のコアネットワーク１５は、
図２のコアネットワーク１５０に対応している。
【００３９】
これに対して、「ＯｐｅｒａｔｏｒＡ」の構築した網構成においては、無線アクセス網１
３０及び１３１は、図１に示した無線アクセス網１３に対応しているものの、独立したコ
アネットワークの構成が存在しない。
すなわち、インターネット１６上のホームエージェント（ＨＡ）１４０によって、コアネ
ットワークの機能が実現されている。すなわち、ＨＡ１４０が、移動端末１００及び１０
１の呼制御を行っている。
【００４０】
このように、独立したコアネットワークの構成を省略することができる理由は、モバイル
ＩＰｖ６を、コアネットワークだけでなく、無線アクセス網１３０～１３３の無線回線制
御局１２０～１２３までの通信に導入しているためである。すなわち、「Ｏｐｅｒａｔｏ
ｒＡ」側の無線回線制御局１２０及び１２１と、「ＯｐｅｒａｔｏｒＢ」側の無線回線制
御局１２２及び１２３との間のパケット通信は、モバイルＩＰｖ６により制御されている
。
なお、コアネットワークの機能は、インターネットサービスプロバイダ（ＩＳＰ）上でも
実現することができる。
【００４１】
このように、インターネット１６がコアネットワークの機能を兼ね、独立したコアネット
ワークの構成を省略した網構成を採用すれば、パケットデータのより効率的な伝送を実現
することができる。
なお、「ＯｐｅｒａｔｏｒＢ」の網構成においても、インターネット上でコアネットワー
クの機能を実現することにより、コアネットワーク１５の構成を省略することができる。
【００４２】
次に、図３を参照して、図１に示した移動通信システムの動作フローの一例について説明
する。第一実施形態では、移動端末（ＵＥ）１０がモバイルＩＰの機能を持つ、即ち、モ
バイルＩＰモジュール（ＭＩＰ）を有し、且つ、モバイルＩＰに準拠して生成された信号
が変換されること無く伝送される場合が想定されている。
【００４３】
図３に示すように、パケット通信の実行に先立ち、コアネットワーク１５のＨＡ１４に、
移動端末（ＵＥ）１０の現在位置の登録を行う。登録の対象である移動端末（ＵＥ）１０
が、複数ある無線基地局１１のいずれに接続されているかが現在位置として登録される。
【００４４】
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登録にあたっては、まず、移動端末（ＵＥ）１０内のモバイルＩＰモジュール（ＭＩＰ）
（図示せず。）が、登録信号をホームエージェント（ＨＡ）１４へ送信する（ステップＳ
１００）。
登録信号には、移動端末１０の現在位置が示されている。登録信号としては、”Ｒｅｇｉ
ｓｔｒａｔｉｏｎ　Ｒｅｑｕｅｓｔ”（モバイルＩＰｖ４の場合）又は”Ｂｉｎｇｉｎｇ
　Ｕｐｄａｔｅ”（モバイルＩＰｖ６の場合）が用いられる。
登録信号を受信したＨＡ１４内のモバイルＩＰモジュール（ＭＩＰ）（図示せず。）は、
登録信号の示す現在位置を、移動端末１０宛てのパケットデータの転送先として登録する
（ステップＳ１０１）。
【００４５】
次に、ＨＡ１４内のモバイルＩＰモジュール（ＭＩＰ）は、移動端末（ＵＥ）１０へ、登
録確認信号を送信する（ステップＳ１０２）。
そして、移動端末（ＵＥ）１０内のモバイルＩＰモジュール（ＭＩＰ）が登録確認信号を
受信することにより、位置登録が完了する。
【００４６】
図１１（ａ）～図１１（ｄ）は、上述のようにして交換される登録信号と登録確認信号と
の伝送のためのプロトコルスタックを示している。
【００４７】
次に、通信相手（Ｃｏ．Ｎｏｄｅ）から移動端末（ＵＥ）１０へパケットデータを伝送す
る際の制御について説明する。
先ず、通信相手（Ｃｏ．Ｎｏｄｅ）が、移動端末（ＵＥ）１０を宛先とするパケットデー
タ（ＰＤ１０）を、ＨＡ１４へ送信する（ステップＳ１０３）。
【００４８】
パケットデータ（ＰＤ１０）を受信したＨＡ１４のＩＰモジュール（ＩＰ）（図示せず。
）は、そのパケットデータ（ＰＤ１０）をカプセル化して、パケットデータ（ＰＤ１１）
を生成する（ステップＳ１０４）。ここでカプセル化とは、送付されてきたパケットデー
タの全ての部分をユーザデータ部とし、前述の登録信号により登録されたＩＰアドレスを
ヘッダー部分に記載された宛先として、新たなパケットを作成することをいう。ステップ
Ｓ１０４では、ＨＡ１４のＩＰモジュール（ＩＰ）は、パケットデータ（ＰＤ１０）の全
ての部分がユーザデータ部に格納され、前述の登録信号により登録されたＩＰアドレスが
宛先としてヘッダ－部分に記載されたパケットデータ（ＰＤ１１）が生成される。
続いて、ＨＡ１４のＩＰモジュール（ＩＰ）は、パケットデータ（ＰＤ１１）を、移動端
末（ＵＥ）１０へ送信する（ステップＳ１０５）。
【００４９】
パケットデータ（ＰＤ１１）を受信した移動端末（ＵＥ）１０のＩＰモジュール（ＩＰ）
（図示せず。）は、そのパケットデータ（ＰＤ１１）を脱カプセル化し、そのパケットデ
ータ（ＰＤ１１）に含まれていたパケットデータ（ＰＤ１０）を抽出する（ステップＳ１
０６）。ここで脱カプセル化とは、パケット内のユーザデータ部に組み込まれているパケ
ットを取り出すことをいう。
続いて、移動端末（ＵＥ）１０のＩＰモジュールは、抽出したパケットデータ（ＰＤ１０
）を、同ＵＥ１０内のモバイルＩＰモジュール（ＭＩＰ）へ転送する（ステップＳ１０７
）。
そして、同ＵＥ１０内のモバイルＩＰモジュール（ＭＩＰ）が、パケットデータ（ＰＤ１
０）を受け取ることにより、パケットデータの伝送処理が完了する。
【００５０】
上述のカプセル化／脱カプセル化は、”ＩＰ　Ｅｎｃａｐｓｕｌａｔｉｏｎ　ｗｉｔｈｉ
ｎ　ＩＰ”（ＩＥＴＦ　ＲＦＣ２００４）を使用することにより実現可能である。更に、
モバイルＩＰｖ６がパケット通信に使用される区間では、このようなカプセル化／脱カプ
セル化は、オプションヘッダー（Ｏｐｔｉｏｎ　Ｈｅａｄｅｒ）を用いて実現可能である
。
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【００５１】
また、第一実施形態では、ＨＡ１４においてカプセル化が行われているが、カプセル化は
、通信相手（Ｃｏ．Ｎｏｄｅ）において行われることが可能である。
【００５２】
［第二実施形態］
次に、図４を参照して、図１に示した移動通信システムにおける動作フロー他の一例につ
いて、第二実施形態として説明する。第二実施形態では、移動端末（ＵＥ）１０がモバイ
ルＩＰの機能を持つ、即ち、モバイルＩＰモジュール（ＭＩＰ）を有し、且つ、モバイル
ＩＰに準拠して生成された信号が、無線アクセス網に特有の制御信号に変換されて伝送さ
れる場合が想定されている。
図４に示すように、パケット通信の実行に先立ち、コアネットワーク１５のＨＡ１４に、
移動端末（ＵＥ）１０の現在位置の位置登録を行う。登録の対象である移動端末（ＵＥ）
１０が、複数ある無線基地局１１のいずれに接続されているかが、現在位置として登録さ
れる。
【００５３】
位置登録にあたっては、まず、移動端末（ＵＥ）１０内のモバイルＩＰモジュール（ＭＩ
Ｐ）（図示せず。）が、ユーザデータである登録信号を、同ＵＥ１０内の無線回線制御モ
ジュール（ＲＲＣ）（図示せず。）へ転送する（ステップＳ２００）。
登録信号を受信した無線回線制御モジュール（ＲＲＣ）は、その登録信号を、無線アクセ
ス網１３に特有の制御信号としてのＲＲＣ用登録信号に変換する（ステップＳ２０１）。
ＲＲＣ用登録信号としては、ＣＣＣＨ（Ｃｏｍｍｏｎ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｃｈａｎｎｅｌ
）上で伝送される”ｃｅｌｌ　ｕｐｄａｔｅ／ＵＲＡ　ｕｐｄａｔｅ”が用いられる。
そして、無線回線制御モジュール（ＲＲＣ）は、ＲＲＣ用登録信号を、無線回線制御局（
ＲＮＣ）１２へ送信する（ステップＳ２０２）。
【００５４】
ＲＲＣ用登録信号を受信したＲＮＣ１２内の無線回線制御モジュール（ＲＲＣ）（図示せ
ず。）は、そのＲＲＣ用登録信号を、モバイルＩＰの制御信号としての登録信号に変換す
る（ステップＳ２０３）。登録信号としては、”Ｒｅｇｉｓｔｒａｔｉｏｎ　Ｒｅｑｕｅ
ｓｔ”（モバイルＩＰｖ４の場合）又は”Ｂｉｎｇｉｎｇ　Ｕｐｄａｔｅ”（モバイルＩ
Ｐｖ６）の場合が用いられる。
続いて、ＲＮＣ１２内の無線回線モジュール（ＲＲＣ）は、登録信号を同ＲＮＣ１２内の
モバイルＩＰモジュール（ＭＩＰ）（図示せず。）へ転送する（ステップＳ２０４）。
【００５５】
続いて、登録信号を受け取ったモバイルＩＰモジュール（ＭＩＰ）は、その登録信号を、
ＨＡ１４へ送信する（ステップＳ２０５）。
登録信号を受信したＨＡ１４内のモバイルＩＰモジュール（ＭＩＰ）（図示せず。）は、
登録信号の示す現在位置を、移動端末１０宛てのパケットデータの転送先として登録する
（ステップＳ２０６）。
【００５６】
次に、ＨＡ１４内のモバイルＩＰモジュール（ＭＩＰ）は、無線回線制御局（ＲＮＣ）１
２へ、登録確認信号を送信する（ステップＳ２０７）。
登録確認信号を受信したＨＡ１４内のモバイルＩＰモジュール（ＭＩＰ）は、その登録確
認信号を、同ＨＡ１４内の無線回線制御モジュール（ＲＲＣ）へ転送する（ステップＳ２
０８）。
【００５７】
無線回線制御モジュール（ＲＲＣ）は、受信した登録確認信号を、無線アクセス網１３に
特有の制御信号としてのＲＲＣ用登録確認信号に変換する（ステップＳ２０９）。
そして、無線回線制御モジュール（ＲＲＣ）は、ＲＲＣ用登録確認信号を、移動端末（Ｕ
Ｅ）１０へ送信する（ステップＳ２１０）。
【００５８】
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ＲＲＣ用登録確認信号を受信した移動端末（ＵＥ）１０内の無線回線制御モジュール（Ｒ
ＲＣ）は、そのＲＲＣ用登録確認信号を登録確認信号に変換する（ステップＳ２１１）。
続いて、ＵＥ１０内の無線回線制御モジュール（ＲＲＣ）は、その登録確認信号を同ＵＥ
１０内のモバイルＩＰモジュール（ＭＩＰ）へ転送する（ステップＳ２１２）。
そして、移動端末（ＵＥ）１０内のモバイルＩＰモジュール（ＭＩＰ）が登録確認信号を
受け取ることにより、位置登録が完了する。
【００５９】
図１２（ａ）～図１２（ｄ）は、上述のようにして交換される登録信号と登録確認信号と
の伝送のためのプロトコルスタックを示す。
【００６０】
このように、第二実施形態では、位置登録にあたり、移動端末（ＵＥ）１０と無線回線制
御局（ＲＮＣ）１２との間の無線アクセス網１３において、無線アクセス網１３に特有の
制御信号としてのＲＲＣ用登録信号及びＲＲＣ用登録確認信号をやり取りする。このため
、第二実施形態では、移動端末（ＵＥ）１０は、固定端末の場合と同じ処理を行うことが
可能となる。また、無線区間を無線アクセス網１３に特有の制御信号として伝送させるの
で、無線回線の効率的な利用が可能となる。
【００６１】
［第三実施形態］
次に、図５を参照して、図１に示した移動通信システムにおける動作フロー他の一例につ
いて、第三実施形態として説明する。第三実施形態では、無線回線制御局（ＲＮＣ）１２
がモバイルＩＰの機能を持ち、即ち、モバイルＩＰモジュール（ＭＩＰ）を有し、且つ、
モバイルＩＰに準拠して生成された信号が、無線アクセス網１３に特有の制御信号に変換
されて伝送される場合が想定されている。
図５に示すように、パケット通信の実行に先立ち、コアネットワーク１５のＨＡ１４に、
移動端末（ＵＥ）１０の現在位置の位置登録を行う。登録の対象である移動端末（ＵＥ）
１０が、複数ある無線基地局１１のいずれに接続されているかが、現在位置として登録さ
れる。
【００６２】
位置登録にあたっては、まず、移動端末（ＵＥ）１０内の無線回線制御モジュール（ＲＲ
Ｃ）（図示せず。）が、無線アクセス網１３に特有の制御信号としてのＲＲＣ用登録信号
を、無線回線制御局（ＲＮＣ）１２へ送信する（ステップＳ３００）。
【００６３】
ＲＲＣ用登録信号を受信したＲＮＣ１２内の無線回線制御モジュール（ＲＲＣ）（図示せ
ず。）は、そのＲＲＣ用登録信号を、モバイルＩＰの制御信号としてのユーザデータであ
る登録信号に変換する（ステップＳ３０１）。この登録信号としては、”Ｒｅｇｉｓｔｒ
ａｔｉｏｎ　Ｒｅｑｕｅｓｔ”（モバイルＩＰｖ４の場合）又は”Ｂｉｎｇｉｎｇ　Ｕｐ
ｄａｔｅ”（モバイルＩＰｖ６）の場合が用いられる。
続いて、ＲＮＣ１２内の無線回線モジュール（ＲＲＣ）は、その登録信号を同ＲＮＣ１２
内のモバイルＩＰモジュール（ＭＩＰ）（図示せず。）へ転送する（ステップＳ３０２）
。
【００６４】
登録信号を受け取ったモバイルＩＰモジュール（ＭＩＰ）は、その登録信号を、ホームエ
ージェント（ＨＡ）１４へ送信する（ステップＳ３０３）。
登録信号を受信したＨＡ１４のモバイルＩＰモジュール（ＭＩＰ）（図示せず。）は、登
録信号の示す現在位置を、移動端末１０宛てのパケットデータの転送先として登録する（
ステップＳ３０４）。
【００６５】
次に、ＨＡ１４内のモバイルＩＰモジュール（ＭＩＰ）は、無線回線制御局（ＲＮＣ）１
２へ、登録確認信号を送信する（ステップＳ３０５）。
登録確認信号を受信したＨＡ１４内のモバイルＩＰモジュール（ＭＩＰ）は、その登録確

10

20

30

40

50

(11) JP 3636356 B2 2005.4.6



認信号を、同ＨＡ１４内の無線回線制御モジュール（ＲＲＣ）へ転送する（ステップＳ３
０６）。
【００６６】
ＨＡ１４内の無線回線制御モジュール（ＲＲＣ）は、受信した登録確認信号を、無線アク
セス網１３に特有の制御信号としてのＲＲＣ用登録確認信号に変換する（ステップＳ３０
７）。
続いて、無線回線制御モジュール（ＲＲＣ）は、ＲＲＣ用登録確認信号を、移動端末（Ｕ
Ｅ）１０へ送信する（ステップＳ３０８）。
そして、第三実施形態では、移動端末（ＵＥ）１０内の無線回線制御モジュール（ＲＲＣ
）がＲＲＣ用登録確認信号を受け取ることにより、位置登録が完了する。
【００６７】
図１３（ａ）～図１３（ｄ）は、上述のようにして交換される登録信号と登録確認信号と
の伝送のためのプロトコルスタックを示す。
【００６８】
このように、第三実施形態では、位置登録にあたり、移動通信システム自身の登録機能を
利用している。すなわち、移動端末（ＵＥ）１０の無線回線制御モジュール（ＲＲＣ）か
らＲＲＣ用登録信号を送信している。この結果、移動端末（ＵＥ）１０は、モバイルＩＰ
のための位置登録を行う必要がない。その結果、無線アクセス網１３において無線回線の
標準規格を変更することなく、移動通信システムに本発明の制御方法を導入することが可
能となる。
【００６９】
次に、通信相手（Ｃｏ．Ｎｏｄｅ）から移動端末（ＵＥ）１０へパケットデータを伝送す
る際の制御について説明する。
先ず、通信相手（Ｃｏ．Ｎｏｄｅ）が、移動端末（ＵＥ）１０を宛先とするパケットデー
タ（ＰＤ２０）を、ＨＡ１４へ送信する（ステップＳ３０９）。
【００７０】
パケットデータ（ＰＤ３０）を受信したＨＡ１４のＩＰモジュール（ＩＰ）（図示せず。
）は、そのパケットデータ（ＰＤ２０）をカプセル化して、パケットデータ（ＰＤ３１）
を生成する（ステップＳ３１０）。
続いて、第三実施形態では、ＨＡ１４のＩＰモジュール（ＩＰ）は、パケットデータ（Ｐ
Ｄ３１）を、無線回線制御局（ＲＮＣ）１２へ送信する（ステップＳ３１１）。
【００７１】
無線回線制御局（ＲＮＣ）１２のＩＰモジュール（ＩＰ）（図示せず。）は、受信したパ
ケットデータ（ＰＤ３１）を脱カプセル化して、そのパケットデータ（ＰＤ３１）に含ま
れていたパケットデータ（ＰＤ３０）を抽出する（ステップＳ３１２）。
続いて、無線回線制御局（ＲＮＣ）１２のＩＰモジュールは、抽出したパケットデータ（
ＰＤ３０）を、移動端末（ＵＥ）１０へ送信する（ステップＳ３１３）。そして、移動端
末（ＵＥ）１０のモバイルＩＰモジュール（ＭＩＰ）が、パケットデータ（ＰＤ３０）を
受信することにより、パケットデータの伝送処理が完了する。
【００７２】
〔第四実施形態］
次に、図８を参照して、図１に示した移動通信システムにおける動作フロー他の一例につ
いて、第四実施形態として説明する。第四実施形態では、第一実施形態と同様に、移動端
末（ＵＥ）１０がモバイルＩＰの機能を持つ、即ち、モバイルＩＰモジュール（ＭＩＰ）
を有し、且つ、モバイルＩＰに準拠して生成された信号が変換されること無く伝送される
場合が想定されている。
【００７３】
以下に述べられる第四実施形態は、登録信号の送信の可否が、無線回線制御局（ＲＮＣ）
１２から移動端末（ＵＥ）１０に送信される位置制御報知信号に基づいて定められる点で
、上述の第一～第三実施形態と異なる。
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【００７４】
第四実施形態では、無線回線制御局（ＲＮＣ）１２は、無線基地局（ＮＢ）１１を介して
移動端末（ＵＥ）１０に位置制御報知信号を送信し、移動端末（ＵＥ）１０に位置登録を
要求する（ステップＳ９９）。位置制御報知信号としては、”ａｇｅｎｔ　ａｄｖｅｒｔ
ｉｓｅｍｅｎｔ”（モバイルＩＰｖ４の場合）、又は”ｒｏｕｔｅｒ　ａｄｖｅｒｔｉｓ
ｅｍｅｎｔ”（モバイルＩＰｖ６の場合）が使用される。
【００７５】
移動端末（ＵＥ）１０は、位置制御報知信号を受信すると、コアネットワーク１５のＨＡ
１４に、移動端末（ＵＥ）１０の現在位置の登録を行う。登録の対象である移動端末（Ｕ
Ｅ）１０が、複数ある無線基地局１１のいずれに接続されているかが、現在位置として登
録される。
【００７６】
登録にあたっては、まず、移動端末（ＵＥ）１０内のモバイルＩＰモジュール（ＭＩＰ）
（図示せず。）が、登録信号をホームエージェント（ＨＡ）１４へ送信する（ステップＳ
１００）。この登録信号としては、”Ｒｅｇｉｓｔｒａｔｉｏｎ　Ｒｅｑｕｅｓｔ”（モ
バイルＩＰｖ４の場合）又は”Ｂｉｎｇｉｎｇ　Ｕｐｄａｔｅ”（モバイルＩＰｖ６）の
場合が用いられる。
登録信号には、移動端末１０の現在位置が示されている。
登録信号を受信したＨＡ１４内のモバイルＩＰモジュール（ＭＩＰ）（図示せず。）は、
登録信号の示す現在位置を、移動端末１０宛てのパケットデータの転送先として登録する
（ステップＳ１０１）。
【００７７】
次に、ＨＡ１４内のモバイルＩＰモジュール（ＭＩＰ）は、移動端末（ＵＥ）１０へ、登
録確認信号を送信する（ステップＳ１０２）。
そして、移動端末（ＵＥ）１０内のモバイルＩＰモジュール（ＭＩＰ）が登録確認信号を
受信することにより、位置登録が完了する。
【００７８】
上述のようにして交換される登録信号と登録確認信号との伝送のためのプロトコルスタッ
クは、第一実施形態と同様であり、図１１（ａ）～図１１（ｄ）に示されている。
【００７９】
通信相手（Ｃｏ．Ｎｏｄｅ）から移動端末（ＵＥ）１０へのパケットデータの伝送は、第
一実施形態と同様にして行われる（ステップＳ１０３～Ｓ１０７）。
【００８０】
〔第五実施形態］
次に、図９を参照して、図１に示した移動通信システムにおける動作フローの他の一例に
ついて、第五実施形態として説明する。第五実施形態では、第二実施形態と同様に、移動
端末（ＵＥ）１０がモバイルＩＰの機能を持つ、即ち、モバイルＩＰモジュール（ＭＩＰ
）を有し、且つ、モバイルＩＰに準拠して生成された信号が、無線アクセス網１３に特有
の制御信号に変換されて伝送される場合が想定されている。
【００８１】
以下に述べられる第五実施形態は、登録信号の送信の可否が、無線回線制御局（ＲＮＣ）
１２から移動端末（ＵＥ）１０に送信される位置制御報知信号に基づいて定められる点で
、上述の第一～第三実施形態と異なる。
【００８２】
第五実施形態では、無線回線制御局（ＲＮＣ）１２の無線回線制御モジュール（ＲＲＣ）
は、無線基地局（ＮＢ）１１を介して移動端末（ＵＥ）１０にＲＲＣ用位置制御報知信号
を送信し、移動端末（ＵＥ）１０に位置登録を要求する（ステップＳ１９７）。ＲＲＣ用
位置制御報知信号は、無線アクセス網１３に特有の制御信号として伝送される。より詳細
には、ＲＲＣ用位置制御報知信号としては、ＢＣＣＨ（Ｂｒｏａｄｃａｓｔ　Ｃｏｎｔｒ
ｏｌ　ＣＨａｎｎｅｌ）上で伝送されるＳｙｓｔｅｍ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　Ｂｌｏ
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ｃｋが用いられる。
【００８３】
続いて、移動端末（ＵＥ）１０の無線回線制御モジュール（ＲＲＣ）は、ＲＲＣ用位置制
御報知信号を受け取り、モバイルＩＰの制御信号としてのモバイルＩＰ用位置制御報知信
号に変換する（ステップＳ１９８）。モバイルＩＰ用位置制御報知信号としては、”Ａｇ
ｅｎｔ　Ａｄｖｅｒｔｉｓｅｍｅｎｔ”（モバイルＩＰｖ４の場合）又は”Ｒｏｕｔｅｒ
　Ａｄｖｅｒｔｉｓｅｍｅｎｔ”（モバイルＩＰｖ６の場合）が使用される。
【００８４】
モバイルＩＰ用位置制御報知信号は、移動端末（ＵＥ）１０のモバイルＩＰモジュール（
ＭＩＰ）に転送される（ステップＳ１９９）。
【００８５】
モバイルＩＰ用位置制御報知信号に応答して、コアネットワーク１５のＨＡ１４に、移動
端末（ＵＥ）１０の現在位置の位置登録が行われる。登録の対象である移動端末（ＵＥ）
１０が、複数ある無線基地局１１のいずれに接続されているかが、現在位置として登録さ
れる。
【００８６】
位置登録の動作は、第二実施形態と同一である（ステップＳ２００～Ｓ２１２）その詳細
な説明は行われない。
【００８７】
このように、第五実施形態では、第二実施形態と同様に、位置登録にあたり、移動端末（
ＵＥ）１０と無線回線制御局（ＲＮＣ）１２との間の無線アクセス網１３において、無線
アクセス網１３に特有の制御信号としてのＲＲＣ用登録信号及びＲＲＣ用登録確認信号を
やり取りする。このため、第五実施形態では、移動端末（ＵＥ）１０は、固定端末の場合
と同じ処理を行うことが可能となる。また、無線区間を無線アクセス網１３に特有の制御
信号として伝送させるので、無線回線の効率的な利用が可能となる。
【００８８】
〔第六実施形態］
次に、図１０を参照して、図１に示した移動通信システムにおける動作フローの他の一例
について、第六実施形態として説明する。第六実施形態では、第三実施形態と同様に、第
三実施形態では、無線回線制御局（ＲＮＣ）１２がモバイルＩＰの機能を持ち、即ち、モ
バイルＩＰモジュール（ＭＩＰ）を有し、且つ、モバイルＩＰに準拠して生成された信号
が、無線アクセス網１３に特有の制御信号に変換されて伝送される場合が想定されている
。
【００８９】
第六実施形態では、無線回線制御局（ＲＮＣ）１２のモバイルＩＰモジュール（ＭＩＰ）
は、モバイルＩＰ用位置制御報知信号を作成し、無線回線制御局（ＲＮＣ）１２の内部に
ある無線回線制御モジュール（ＲＲＣ）に転送する（ステップＳ２９７）。モバイルＩＰ
用位置制御報知信号としては、”Ａｇｅｎｔ　Ａｄｖｅｒｔｉｓｅｍｅｎｔ”（モバイル
ＩＰｖ４の場合）又は”Ｒｏｕｔｅｒ　Ａｄｖｅｒｔｉｓｅｍｅｎｔ”（モバイルＩＰｖ
６の場合）が使用される。
【００９０】
モバイルＩＰ用位置制御報知信号を受信した無線回線制御局（ＲＮＣ）１２の無線回線制
御モジュール（ＲＲＣ）は、モバイルＩＰ用位置制御報知信号を、無線アクセス網１３に
固有の制御信号としてのＲＲＣ用位置制御報知信号に変換する（ステップＳ２９８）。Ｒ
ＲＣ用位置制御報知信号としては、ＢＣＣＨ（Ｂｒｏａｄｃａｓｔ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｃ
Ｈａｎｎｅｌ）上で伝送されるＳｙｓｔｅｍ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　Ｂｌｏｃｋが用
いられる。
【００９１】
無線回線制御局（ＲＮＣ）１２の無線回線制御モジュール（ＲＲＣ）は、ＲＲＣ用位置制
御報知信号を移動端末（ＵＥ）１０に送信する（ステップＳ２９９）。
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【００９２】
ＲＲＣ用位置制御報知信号に応答して、コアネットワーク１５のＨＡ１４に、移動端末（
ＵＥ）１０の現在位置の位置登録が行われる。登録の対象である移動端末（ＵＥ）１０が
、複数ある無線基地局１１のいずれに接続されているかが、現在位置として登録される。
【００９３】
位置登録の動作は、第三実施形態と同一である（ステップＳ３００～Ｓ３１２）その詳細
な説明は行われない。
【００９４】
上述の第一～第六実施形態は、いずれも、図１に示されている移動通信システムを前提と
して動作の説明が行われているが、図７に示されている他の移動通信システムにおいても
、同様な動作が行われることが可能である。図７に示されている他の移動通信システムは
、通信事業者「ＯｐｅｒａｔｏｒＡ」のネットワークと、他の通信事業者「Ｏｐｅｒａｔ
ｏｒＢ」のネットワークとがインターネット１６０を介して接続されている。加えて、更
に他の通信事業者「ＯｐｅｒａｔｏｒＣ」のネットワークがインターネット１６０に接続
されている。
【００９５】
図７に示されている通信事業者「ＯｐｅｒａｔｏｒＣ」が構築した網構成は、図１に示し
た基本構成に対応している。通信事業者「ＯｐｅｒａｔｏｒＣ」により構築されている無
線アクセス網１３４において、図２の移動端末（ＵＥ）１０は、図７の移動端末１０４に
対応している。図２の無線基地局（ＮＢ）１１は、図７の無線基地局１１４に対応してい
る。図２の無線回線制御局（ＲＣＮ）１２は、図７の無線回線制御局１２４に対応してい
る。図２のホームエージェント（ＨＡ）１４は、図７のホームエージェント１４２に対応
している。更に、コアネットワーク（ＣＮ）１５は、インターネット１６０に含まれてい
る無線サービスプロバイダサイト（図示されない）に対応している。このように、無線ア
クセス網１３４の中に、ホームエージェント１４２が挿入されていることも可能である。
【００９６】
また、上述した実施の形態においては、本発明を特定の条件で構成した例について説明し
たが、本発明は、種々の変更を行うことができる。例えば、上述した実施の形態において
は、モバイルＩＰとして、モバイルＩＰｖ６によりコアネットワークを制御した例につい
て説明したが、本発明では、モバイルＩＰはこれに限定されない。
【００９７】
【発明の効果】
以上、詳細に説明したように、本発明によれば、パケット交換接続による無線回線制御を
行うので、複数の移動端末が、同一の通信帯域を使用することができる統一多重効果が得
られる。このため、不要に回線が占有することを回避することができる。
【００９８】
さらに、本発明では、インターネットで用いられている制御方式であるモバイルＩＰを、
コアネットワークだけでなく、無線アクセス網の無線回線制御局までの通信に導入してい
る。これにより、コアネットワークにおけるパケットデータの効率的な伝送を実現するこ
とができる。
また、呼制御を行っているコアネットワークの機能を、既存のインターネットやインター
ネットサービスプロバイダ（ＩＳＰ）上でも実現することができる。すなわち、インター
ネット又はインターネットサービスプロバイダが、コアネットワークを兼ねることができ
る。その結果、無線アクセス網を接続するコアネットワークを省略した網構成を採用する
ことが可能となる。これにより、パケットデータのより効率的な伝送を実現することがで
きる。
【図面の簡単な説明】
【図１】第一実施形態の移動通信システムの基本構成を説明するための模式図である。
【図２】第一実施形態の移動通信システムの模式図である。
【図３】第一実施形態の移動通信システムの制御方法を説明するためのシーケンス図であ
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る。
【図４】第二実施形態の移動通信システムの制御方法を説明するためのシーケンス図であ
る。
【図５】第三実施形態の移動通信システムの制御方法を説明するためのシーケンス図であ
る。
【図６】（Ａ）及び（Ｂ）は、従来の移動通信システムの説明図である。
【図７】本発明による実施形態の他の移動通信システムの構成を説明する模式図である。
【図８】第四実施形態の移動通信システムの制御方法を説明するためのシーケンス図であ
る。
【図９】第五実施形態の移動通信システムの制御方法を説明するためのシーケンス図であ
る。
【図１０】第六実施形態の移動通信システムの制御方法を説明するためのシーケンス図で
ある。
【図１１】第一及び第四実施形態のプロトコルスタックを示す。
【図１２】第二及び第五実施形態のプロトコルスタックを示す。
【図１３】第三及び第六実施形態のプロトコルスタックを示す。
【符号の説明】
１０　移動端末
１１　無線基地局（ＮＢ）
１２　無線回線制御局（ＲＮＣ）
１３　無線アクセス網
１４　ホームエージェント
１４ａ　ＰＤＧＮ（ Packet Data GW Node）
１４ｂ　ＰＤＳＮ（ Packet Data Serving Node）
１４ｃ　ＧＧＳＮ（ GW GPRS Support Node）
１４ｄ　ＳＧＳＮ（ Serving GPRS Support Node）
１５、１５ａ、１５ｂ　コアネットワーク
１６　インターネット
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】 【 図 ８ 】
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【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】 【 図 １ ２ 】

(19) JP 3636356 B2 2005.4.6



【 図 １ ３ 】
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